【注意！】こちらはサンプルです。マイクロソフトアドバイザーフレームワーク契約書の原本は、オンライン上の契約サイトのものになります。詳細は下記へアクセスしてください。

http://www.microsoft.com/japan/partner/licensing/openlicensevalue/softwareadvisor.asp
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アドバイザー フレームワーク契約Advisor Framework Agreement

この契約条項を下までスクロールして「承諾します」ボタンを押すことにより、貴社（「本会社」）はこの契約条項並びに、この契約条項の一部である認定条項及びプログラムウェブサイトの内容に同意したこととなります。本会社はこの契約条項の内容を読了して全て理解したことを確認します。マイクロソフト アドバイザー プログラムに参加するには、この契約条項に同意する必要があります。
本会社とマイクロソフト株式会社（但し、13条に別途規定する場合があります）は、以下の条項に同意します。
1.
目的 本契約は本会社がマイクロソフトの非独占的なアドバイザーとして、プログラムガイドまたはプログラムウェブサイトに定める対象地域内において本件顧客をサポートする際の基本的な条件を定める。本契約に基づくマイクロソフトアドバイザープログラムには、内容の異なる数種のものが存在する。本会社に適用されるマイクロソフトアドバイザープログラムの内容は、この契約条項、本会社が締結する個別のプログラム認定条項及びそれに対応するウェブサイトに記載の通りとなる認定条項には、各プログラムに固有の条件が規定される。プログラムウェブサイトとは認定条項に規定するウェブサイトであって、本会社はプログラムウェブサイトからプログラムガイドその他アドバイザー認定に関する手続やガイドラインなどの情報を入手することができる。 

2.
定義 本契約において、「マイクロソフト」とは第13条に規定するマイクロソフトの関連会社及び顧客ライセンスにおけるライセンサーまたはサービス契約におけるサービス提供者となっているマイクロソフトの関連会社を意味し、更に以下の語句は以下に定める意味を有するものとする。
2.1
「関連会社」とは、当事者を所有し、当事者に所有され、または当事者と共通の所有下にある法人を意味する。但し、所有とは持分の50%以上を保有することを意味する。 

2. 2
「本件顧客」とは、マイクロソフトとの間でサービス契約または許諾ソフトウェアの顧客ライセンスを締結した者（本会社及び本会社の関連会社を除く）を意味する。 

2, 3
「顧客ライセンス」とは、許諾ソフトウェアを本件顧客に使用させるためのものとしてマイクロソフトが指定するライセンス契約を意味する。
2.4
「顧客発注」とは、本件顧客による許諾ソフトウェアまたはサービスの発注を意味する。 
2.5
「許諾ソフトウェア」とは、マイクロソフトのアドバイザーを通じて本件顧客に頒布するべくマイクロソフトが指定したコンピューターソフトウェアプログラム等を意味する。 
3.
本プログラム.
3.1
販売前サポート及びその他のサービス　マイクロソフトアドバイザーはマイクロソフトに一定のサービスを提供するものとする。このサービスには、販売に先立っての本件顧客の需要調査が含まれる。この調査により、マイクロソフトのソフトウェアとライセンスまたはサービスプログラムが顧客の需要に合致すると思われる場合には、マイクロソフトアドバイザーは本件顧客に対して推薦する。本件顧客が推薦を受け入れた場合には、マイクロソフトアドバイザーは本件顧客が当該ライセンスまたはサービスプログラムに従って購入する手続を補助する。マイクロソフトは、マイクロソフトアドバイザーがマイクロソフトに提供したサービスに対して、一定の報酬を支払う。本会社が報酬を受領するためにマイクロソフトに対して提供する必要のあるサービスの詳細は、認定条項及びプログラムガイドに規定するとおりとする。
3.2
マイクロソフトアドバイザーの変更　本件顧客は、発注毎にマイクロソフトアドバイザーを変更することができる。分割支払オプションが可能であって、本件顧客がこれを選択した場合には、当該顧客発注は発注自体は単独であって単に支払が繰り延べられたものとみなされる。即ち、本件顧客が一定の顧客発注について分割払いオプションを選択し、その後にマイクロソフトアドバイザーが変更された場合であっても、当該顧客発注が為されたときのマイクロソフトアドバイザーは、マイクロソフトアドバイザーである限り、分割払額に応じたアドバイザー報酬を受け取ることができる。マイクロソフトは本会社に対して、本件顧客によるマイクロソフトアドバイザーの変更に関し、何らの義務も負わない。 
3.3
顧客ライセンス　本会社は、本契約によって許諾ソフトウェアまたはその他のマイクロソフトのサービスに関して何らかの権利を得るものではない。本会社は顧客ライセンスやサービス契約の条項を変更する権限を有しない。 

3.4
非独占性・非排他性　本契約は、非独占的かつ非排他的である。本会社がマイクロソフト以外のソフトウェアまたはサービスのライセンス、使用、推奨またはサポートに関する契約その他の取り決めを第三者と締結することは妨げられない。本契約は、本会社に対してマイクロソフトのソフトウェアまたはサービスを排他的にライセンス、使用、推奨またはサポートすることを要求するものではない。マイクロソフトは、自ら定める方法、価格及び条件によってソフトウェアをライセンスし、サービスを提供することができる。
3.5
アドバイザー報酬　 アドバイザー報酬は、本会社による販売前サポートその他のサービスに対する対価であって、本会社が本件顧客に対して提供するサービスに対する対価ではない。本会社がアドバイザー報酬を受領するために提供しなければならない販売前サポートその他のサービスの内容、アドバイザー報酬の支払方法その他の細目は、各認定条項に対応するプログラムガイドに記載の通りとする。アドバイザー報酬の内容やアドバイザー報酬の支払の条件は各認定条項及び本会社の所在地ごとに異なるが、その他は一定の基準に従っている。アドバイザー報酬はマイクロソフトが定める推定小売価格(税抜き)に応じて計算される。本件顧客がマイクロソフトから発注の修正によりクレジットを受けるときは、マイクロソフトはかかるクレジットに応じ必要額を控除してアドバイザー報酬を調整することができる。
3.6
一定のサービスに対するアドバイザー報酬の開示　本会社が本件顧客に対して販売前サービスの提供に基づいて金銭等の経済的利益を受領している場合、または本会社のサービス提供先が政府機関である場合等には、本会社は本件顧客に対して本会社の販売前サービスに関してマイクロソフトから報酬を受け取る可能性のあることを本件顧客に対して開示しなければならない。詳細は第4条に定めるとおりとする。マイクロソフトは、本会社が本件顧客に対してこの開示を行ったことの証明を、アドバイザー報酬の前提として本会社に要求することができる。
3.7       本会社等が本件顧客となる場合のアドバイザー報酬の不払　 本会社またはその関連会社が本件顧客として許諾ソフトウェアのライセンスまたはサービスの提供を受ける場合には、本会社はアドバイザー報酬を受けることはできない。 

3.8
報酬等に関する法令等の遵守　本会社は、本契約の遂行に当たって法令を遵守しなければならない。特に、顧客に開示せずにコミッション等を得ることについて法令上の制限がある場合、本会社はかかる制限を厳重に遵守しなければならない。 

3.9
第三者に対する義務 マイクロソフトは、本会社以外の第三者に対してアドバイザー報酬を支払う義務を負わない。

4.
潜在的利益相反の開示
4.1
政府機関に対する販売　本会社が政府機関を本件顧客とする場合には、当該政府機関に対し、許諾ソフトウェアやサービスを提供する前に文書をもって本会社は販売前サポートその他のサービスを提供する対価としてマイクロソフトから報酬を受領する旨を通知しなければならない。政府機関には、独立行政法人等の準政府機関を含む。 

4.2
潜在的利益相反 本会社が、本契約に基づいてアドバイザー報酬を受ける販売前サポートその他のサービスと同様のサービスやソフトウェアの推薦等を提供して報酬を得る契約その他の関係が本件顧客との間に存在する場合には、本会社がサポートその他のサービスを提供してマイクロソフトからアドバイザー報酬を受領するに際して許諾ソフトウェアを勧める行為には潜在的な利益相反があることを、本会社は確認する。 

本会社がかかる潜在的利益相反の状況にある場合には、本会社はアドバイザー報酬を受ける前提として以下の条件を満たさなければならない。
· 本会社はアドバイザー報酬を受け取ることを本件顧客の利益に優先させて本件顧客に対する注意義務を怠ってはならない。本会社は、アドバイザー報酬はそのような目的で支払われるものではないことを確認する。
· 潜在的な利益相反状況を本会社が認識した場合には、本会社は本件顧客に対して、本件顧客が本会社をマイクロソフトアドバイザーとして指名した場合には本件顧客はアドバイザー報酬を受け取ることを、直ちに開示する。 

4.3
マイクロソフトに対する確認　認定条項の規定またはマイクロソフトからの要請があった場合には、本会社は本第4条の条件を満たしたことを、マイクロソフトに対して書面をもって確認するものとする。 
4.4
例外 本会社の本社が下記の国に所在する場合には下記の例外規定が適用される。

米国: 適用される法令上の要件及び禁止規定によって制限される場合を除き、本会社は本件顧客に対してアドバイザー報酬を分け与えてはならない。これは、本会社が直接支払う場合、または本件顧客が顕在的・潜在的に本会社に対して負う債務からの帳消しなど、その方法を問わない。

ニュージーランド及びイギリス　本会社は、各本件顧客に対して、許諾ソフトウェアについての助言を行う前に書面をもって、本会社は販売前サポートサービスを提供すること及び本件顧客にマイクロソフトとのライセンス契約を締結させることの対価として、マイクロソフトからアドバイザー報酬を受け取ることを、開示しなければならない。
4.5
重要性 本会社が本第4条を遵守することは、本会社によるアドバイザー報酬の受領の前提条件とする。万一本会社が本第4条に違反した場合には、本契約の重要な不履行に該当するものとし、既払のアドバイザー報酬があれば、本会社は返還しなければならない。但し、マイクロソフトがその他の権利を有する場合には、その行使を妨げない。
5.
その他の権利義務
5.1
表明の禁止 本会社は、許諾ソフトウェアまたはサービスに関して、本件顧客に対してマイクロソフトを代理していかなる表明または保証もしてはならない。
5.2
補償 本契約に基づく本会社の債務の不履行、表明もしくは保証違反、またはその他の本会社のマイクロソフトアドバイザーとしての作為または不作為に基づくまたは関連するという理由をもって、第三者がマイクロソフトに対して何らかの請求（以下「本会社請求」）を為した場合には、本会社はマイクロソフトを防御し、マイクロソフトが確定訴訟または本会社の同意を得た和解において支払うこととされた金額及び弁護士報酬を、マイクロソフトに補償する。本会社請求が生じた場合には、マイクロソフトは本会社に対してその内容及び相手方の主張する原因を、書面をもって遅滞なく本会社に通知する。本会社による本会社請求に対する防御に対しては、マイクロソフトは本会社の費用において合理的な補助を行う。マイクロソフトは、自ら費用を負担して本会社請求に対する防御に際しての代理人の選任、訴訟活動及び和解に参加することができる。マイクロソフトが代理人の選任、訴訟活動または和解に参加する場合には、両当事者は双方にとって納得の行く決定が行えるように誠意をもって協議するものとする。本会社はマイクロソフトの同意なくして本会社請求につき和解をしてはならない。但し、マイクロソフトはかかる和解に対する同意を不当に拒まないものとする。
6.
保証及び責任の制限
6.1
保証　マイクロソフトは、本マイクロソフトアドバイザープログラムの運営に当たって合理的な注意を払うものとするが、本会社は、本会社の成績が本会社自身の努力によることを確認する。マイクロソフトは、本会社の成績または本プログラムへの満足を保証するものではない。マイクロソフト、その関連会社またはそれらに対する供給者は、明示であると黙示であるとを問わず、使用権限、第三者の権利侵害の不存在、商品性、品質、特定の目的への適合性その他、何等の保証もしない。
6.2
責任制限　いずれの当事者も、故意による場合を除き、相手方当事者に対し、サポートサービスや本契約の解除など、本契約に基づきまたは関連して生じる間接損害（結果的損害、特別損害、付随的損害、懲罰的賠償、逸失利益、営業の中断等を含むが、それらに限られない）については、その請求の法的根拠を問わず、一切責任を負わない。販売前サポートや契約終了など、本契約に関連して当事者が何らかの請求権を有しうる場合であっても、かかる当事者が取りうる措置は本契約の解除に限定されるものとする。各当事者が本契約（販売前その他のサポートサービスの提供または契約の解約等を含む）に関連して求めうる救済は、本契約の解除に限定される。但し、本項の責任制限は、第5条及び第12条6項には適用しない。本会社が被った損害について本会社の側にも帰責事由がある場合には、マイクロソフトの損害賠償債務はその割合に応じて減殺される。 

6.3
適用 本契約に定める損害賠償責任の制限及び除外は、その請求権の原因が債務不履行、不法行為（過失を含む）、厳格責任、法定責任、保証違反その他の何であるとを問わず、適用される法令上許される最大限において適用される。本契約中の他の規定にかかわらず、本会社は、責任制限を制限する現地の法令の適用を受ける場合がある。 
7.
保険 本会社は、本契約に基づいてサービスを提供している期間中、常に本会社の所在する国または地域において業界の標準的な額及び範囲以上の保険を付さなければならない。マイクロソフトが要請した場合、本会社はかかる保険の証券を呈示しなければならない。
8.
期間
8.1
期間　本契約は2004年12月31日まで有効とする。マイクロソフトは、本契約の満了時において本契約を延長･更新したり、新たな契約を締結することを保証しない。 

8.2
正当事由のない解除　当事者は、なんらの事由なくして、相手方に60日前までに通知することにより、本契約を解除することができる。マイクロソフトは、同様の手続によって認定条項またはプログラム自体を解除することができる。当事者は、相手方当事者に対して、逸失利益など、かかる解除から生じる損害を賠償する責を一切負わない。
8.3
正当事由に基づく解除　他方当事者による債務不履行など、本契約を解除しうる正当な事由がある場合には、当事者は他方当事者に対して30日の期間を設けて催告し、本契約を解除することができる。但し、第5条または第12条6項の違反など、かかる事由の是正が不可能な場合には、当事者は他方当事者に通知することによって即時に本契約を解除することができる。解除前にマイクロソフトが取得した権利は、解除によっても消滅しない。
8.4
法定の書面　法定の書面を要する状況にあっても、マイクロソフトはかかる書面なくして本契約を解約または変更することができ、本会社に対して何らの責任を負わない。 

8.5
解除の効力  本契約が終了した場合、本会社は本契約及びプログラムに基づいて付与されている権利の行使を、直ちに停止する。本契約が終了した場合、本会社はマイクロソフトから支給された資料等を全て破棄しなければならない。マイクロソフトは、本会社がマイクロソフトアドバイザーとしてサービスを提供してきた本件顧客に対して、他のマイクロソフトアドバイザーを選択するように指示することができる。本会社は、本契約の終了以後に本件顧客が行った顧客発注または支払に対するアドバイザー報酬（本契約終了以前に行われた顧客発注において分割支払が選択された場合において、本契約の終了後になされた支払に対応するアドバイザー報酬を含む）を受け取ることはできない。本契約が終了した場合には、本契約に基づく本会社に対する授権は全て消滅する。


8.6
権利及び義務の放棄及び免除　本契約を解除するのに必要な範囲において、両当事者は、適用される法令上において本契約を解除するために裁判所の手続を要求する権利または義務を法規及び免除する。

8.7
存続　第5条2項、第6条、第8条及び第10条乃至14条の規定は、本契約の終了後も存続する。
9.
不正コピー等の防止 マイクロソフトのコンピュータプログラム、マニュアル、マーケティング資料その他のものに対する偽造、不正コピー、その他の著作権の侵害またはそのおそれを知るに至った場合には、本会社は直ちにマイクロソフトに通知し、かかる偽造、不正コピーその他の知的財産権侵害に対処するに当たってマイクロソフトに合理的な協力を提供する。
10.
権利の留保　本件顧客が顧客ライセンスまたはサービス契約に違反した場合には、マイクロソフトは当該本件顧客の本件顧客としての地位を解除できる。本会社がマイクロソフトアドバイザーとしてサービスを提供する本件顧客に関してかかる事態が生じた場合には、マイクロソフトは本会社に対して遅滞なく通知する。本会社は、マイクロソフトが本件顧客としての地位を解除したことによって被った損害（逸失利益を含む）をマイクロソフトに請求することはできない。

11.
租税


11.1
租税　本条において租税とは、本契約に基づく取引に関して課されうる全ての国税、地方税、外国の租税その他法令に基づく官公庁の手数料等を含む。租税には、(a)本会社がマイクロソフトに提供するサービスに関する現在または将来の消費税その他の付加価値税、(b)本会社の売上、収入または所得等を基準として課される税、(c)事業を行うことに対する税もしくは資本金に課される税（節税行為に課される税を含む）、(d)本契約の終了後に課される租税、(e)本会社が所有する不動産、動産等の財産に関して課される税、及び(f)その他上記に類する税、であって現在または将来において本会社または本会社が本契約に基づく本会社の義務に関して取引を行った第三者に課されるもの、及びそれらに対する課徴金や利息等を含む。マイクロソフトが請求した場合には、本会社及び本会社の関連会社は、租税を適切な官庁に適切に納入した証拠を示すものとする。本契約中の他の規定にかかわらず、本契約に関する租税の取扱は、全て本第11条に定めるところによる。
11.2
責任の不存在 マイクロソフトはいかなる租税についても何らの責任も負わない。本会社は租税に対し全責任を負うものとし、かかる租税（マイクロソフトが本会社に支払う消費税相当額を含む）についてマイクロソフトに一切の迷惑を掛けない。万一マイクロソフトが租税に関して損害を被った場合には、合理的な費用及び弁護士報酬を含め、本会社はマイクロソフトの損害を補償する。 

11.3
源泉徴収　いずれかの認定条項に基づいてマイクロソフトから本会社になされる支払について租税の源泉徴収が必要な場合、マイクロソフトはかかる源泉徴収額を本会社に対する支払額から控除して適切な租税当局に納付する。本会社が文書をもって要請した場合には、マイクロソフトはかかる源泉徴収税に対する納税証明書その他納入についての適切な書面を本会社が入手することに会社の費用において協力するが、かかる証明書その他の書面の入手はあくまでも本会社の責任とする。 

11.4
報酬に含まれる租税　本会社に対して支払われる報酬額は、消費税相当額その他、本会社がアドバイザーとして提供するサービスに関して課されうる租税を含んだ金額であるものとする。

 12.
雑則

12.1
完全なる契約　本契約条項、認定条項及びプログラムウェブサイトの記載はマイクロソフト アドバイザー プログラムについての完全なる合意を構成し、以前に当事者間においてなされたやりとりを上書きする。本契約を変更するには、書面をもって両当事者が署名しなければならない。但し、本条第3項に定めるプログラムの変更についてはこの限りではない。本条の一定の条項違反に対して当事者が相手方当事者に対する請求権を放棄したとしてもその他の違反に対する放棄とみなされるものではなく、また放棄は当該当事者において権限を有する者が署名した書面をもってしなければ効力を発生しない。
12.2
優先順位 本契約、認定条項またはプログラムウェブサイトの規定との間に抵触が生じた場合には、認定条項は本契約に優先し、プログラムウェブサイトの規定は本契約及び認定条項に優先する。本会社はプログラムウェブサイトにアクセスして、常に変更や修正の有無を確認しなければならない。本会社がアドバイザープログラムに参加している限り、プログラムウェブサイトの規定の変更及び修正は本会社に対して効力を有するものとする。
12.3
変更 マイクロソフトは、プログラムまたは認定条項の内容を変更したり、特定のプログラムまたは認定条項を廃止することができる。マイクロソフトがプログラムの重要な内容を変更する場合には、プログラムウェブサイトに掲示することによって30日前までに変更を告示する。内容の変更や廃止は、プログラムウェブサイトにおいてマイクロソフトが指定した日に発効する。
12.4
通知　本契約に関する通知は、プログラムウェブサイトの当事者の所在地及び番号に対して、受領を確認できる方法をもって行うものとする。通知は、受領確認における受領日に到達したものとみなす。但し、マイクロソフトはプログラムウェブサイトへの掲示によって本会社に対する通知をすることができる。この場合本会社に対する通知はプログラムウェブサイトへの掲示の10日後に到達したものとみなす。
12.5
譲渡及び第三者への委託　いずれの当事者も、本契約上の当事者としての地位または本契約に基づく権利もしくは義務を、契約によると法令の適用によるとを問わず、相手方の事前の書面による同意なくして第三者に移転することはできない。但し、関連会社に対する移転に対しては相手方当事者の同意を要しない。 
12.6
秘密保持　本契約または本プログラムに関して開示された情報またはノウハウであって、開示当事者が秘密である旨を告げ、または開示時の状況から秘密であることが合理的に判断されるものは、秘密情報とする。例えば、アクセス番号、パスワード及び本契約の条項の内容はマイクロソフトの秘密情報に属する。マイクロソフトが本会社に対して見込顧客を開示した場合には、それは本会社の独占的な情報ではなく、本会社の外部に開示されるべきではない、マイクロソフトの秘密情報である。秘密情報には、(a)受領当事者が独立に開発した情報、(b)受領当事者が本契約に基づいて受領する以前に保有していた情報、及び(c)受領時または受領後に守秘義務違反を伴わずに、公知となりまたは受領当事者が開示当事者以外から守秘義務を負わずに入手した情報は含まない。 

当事者は、相手方の秘密情報を秘密に保持しなければならない。当事者は、相手方の秘密情報を、本契約の履行のために当該秘密情報を知る必要がある関連会社、従業員または下請会社に対して当該情報を極秘に扱うよう指示して開示しうる他は、第三者に対して開示することができない。本会社は、秘密情報を本契約及び本会社の本プログラムへの参加の目的にのみ使用することができる。当事者は、司法または行政上の開示命令を受けた場合には、相手方が当該開示命令に対して異議を申し立てられるよう、できうる限り早期に相手方に開示命令の内容を通知することを条件に、当該開示命令に従って秘密情報を開示することができる。本条に定める秘密保持義務は、対象となる秘密情報が個人情報である場合には無期限に、それ以外の場合には本契約の有効期間及び終了後１年間存続する。
本会社は、本契約に基づいてマイクロソフトが本会社に提供した顧客情報を、特に秘密として扱い、不正使用、アクセス、開示または変造等のないよう、これを保護するための合理的手段をとる。保護するための合理的手段には、アクセスコントロール、暗号化及びその他法令上要求される保護手段が含まれる。本契約の終了後10日以内に、本会社はマイクロソフトの請求に従って、本会社が占有もしくは管理する、顧客情報を含む書類及び資料等並びにその他一切のマイクロソフトの資料及び財産を返却するか、またはかかる書類、資料及び財産を全て破棄して役員による証明書をマイクロソフトに交付するものとする。
12.7
言語　本契約にはいくつかの言語版が存在するが、本会社との関係においては、本会社が締結に際して選択した言語の版が適用される。本会社がカナダに所在する場合、両当事者は、本契約及び関連するプログラム文書において英語を使用することを明示的に確認する。
12.8
表明の不存在　マイクロソフトは本会社がマイクロソフトアドバイザーとなった場合の本会社の収入についてなんらの表明もしておらず、本会社はそれらの事項に関して自らの判断に依拠したものであることを、本会社は確認する。但し、いずれの当事者も詐欺的な表明に対してなんらの請求権も放棄するものではない。
12.9
当事者の関係　本契約は、当事者間に組合、ジョイントベンチャー、代理、販売店またはフランチャイズの関係を生じさせるものではない。

13.
マイクロソフト側の契約当事者　本会社の本社が日本に存在する場合には、本契約の当事者たる「マイクロソフト」とは、マイクロソフト株式会社とする。それ以外の場合には、「マイクロソフト」とは、以下に定めるとおりとする。
アンギラ、アンティグア・バーブーダ、アルゼンチン共和国、アルバ、バハマ国、バルバドス、ベリーズ、バミューダ、ボリビア、ブラジル、カナダ、ケイマン諸島、チリ、コロンビア、コスタリカ、キュラソー、ドミニカ、ドミニカ共和国、エクアドル、エルサルバドル、フランス領ギアナ、グレナダ、グアム、グアテマラ、ガイアナ協同共和国、ハイチ、ホンジュラス、ジャマイカ、マルチニーク、メキシコ、モントセラト、サン・マルタン、ニカラグア、パナマ、パラグアイ、ペルー、プエルトリコ、セントキッツネヴィス、セント・ルシア、サンピエールエミクロン、セントヴィンセント－グレナディン諸島、スリナム、トリニダッド・トバゴ共和国、タクスアンドケーコス諸島、アメリカ合衆国、ウルグアイ、ベネズエラ、英ヴァージン諸島、米ヴァージン諸島の場合：
Microsoft Corporation 
One Microsoft Way
Redmond, WA 98052
USA

アメリカ領サモア、オーストラリア、バングラデッシュ、ブータン、ブルネイ・ダルサラーム国、カンボジア、クック諸島、東ティモール、フィジー、フランス領ポリネシア、フランス南領、香港、インド、インドネシア、キリバス共和国、ラオス、マカオ、マレーシア、モルディヴ共和国、マーシャル諸島、マヨット、ミクロネシア、モンゴル共和国、ナウル、ネパール、ニュージーランド、ニウエ、北マリアナ諸島、パラウ、パプアニューギニア、フィリピン、ピトケルン島、サモア、シンガポール、ソロモン諸島、スリランカ、タイ、トケラウ諸島、トンガ、ツバル、バヌアツ、ベトナム、ワーリエフトゥー諸島の場合：
Microsoft Regional Sales Corporation

A corporation organized under the laws of the State of Nevada, USA with a branch in Singapore, having its principal place of business at:

438B Alexandra Road, #04-09/12, Block B, Alexandra Technopark

Singapore, 119968

大韓民国の場合： 

Microsoft Korea Inc.

POSCO Bldg 8th floor, 

892 Daechi 4-Dong, Kangnam-Gu, Seoul

中華人民共和国の場合： 

Microsoft (China) Company Ltd.

6F Sigma Center, 

No. 49 Zhichun Road

Haidian District, Beijing 100080, P.R.C.

台湾の場合： 

Microsoft Taiwan Corporation

8F, No 7, Sungren Rd., 

Shinyi Chiu, 

Taipei, Taiwan 110

アフガニスタン、アルバニア、アルジェリア、アンドラ公国、アンゴラ、アルメニア、オーストリア、アゼルバイジャン、バーレーン、ベラルーシ共和国、ベルギー、ベナン共和国、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ボツワナ、ブーベ島、ブルガリア、ブルキナ・ファソ、ブルンディ共和国、カメルーン、中央アフリカ、チャード共和国、コモロ・イスラム連邦共和国、コンゴ、象牙海岸共和国、クロアチア、キプロス、チェコ共和国、サントーメプリンシペ、デンマーク、ジブティ共和国、エジプト、エストニア、エチオピア、フェロー諸島、フィンランド、フランス、ガボン共和国、ガンビア共和国、グルジア、ドイツ連邦共和国、ガーナ、ジブラルタル、ギリシャ、グリーンランド、グアドルーペ、ギニアビサウ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イスラエル、イタリア、ヨルダン、カザフスタン、ケニヤ、コソボ、クェート、キルギスタン、ラトビア、レバノン、レソト王国、リベリア、リヒテンシュタイン、リトアニア、ルクセンブルグ、マケドニア、マダガスカル、マラウィ共和国、マリ共和国、マルタ共和国、モーリタニア、モーリシャス、モルドヴァ、モナコ、モロッコ、モザンビーク、ナミビア、オランダ、ニュー・カレドニア、ニジェール、ナイジェリア、ノルウェー、オマーン、パキスタン、ポーランド、ポルトガル、カタール、カボヴェルデ、赤道ギニア、ギニア、セネガル、ルーマニア、ロシア連邦、ルワンダ、セントヘレナ、サンマリノ、サウディ・アラビア王国、セイシェル共和国、シエラ・レオーネ共和国、スロヴァキア共和国、スロヴェニア共和国、ソマリア、南アフリカ、スペイン、スヴァールバル、スワジランド王国、スウェーデン、スイス、タジキスタン、タンザニア、トーゴー共和国、チュニジア共和国、トルコ、トルクメニスタン、ウガンダ、ウクライナ、アラブ首長国連邦、グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国（英国）、ウズベキスタン、ヴァチカン市国、イェメン、ザイール、ザンビア、ジンバブエの場合：
Microsoft Ireland Operations Limited

The Atrium

Block B

Carmenhall Road

Sandyford Industrial Estate

Dublin
18

IRELAND

14.
準拠法及び訴訟費用  本会社の本社所在地が日本である場合には、以下が適用され、それ以外の場合には、以下に定めるところによる。

本契約は日本法に準拠するものとする。万一本契約に関連して紛争が生じた場合には、東京地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。但し、知的財産権侵害もしくは秘密保持義務違反、または判決の執行に際して他の裁判所を利用することを妨げるものではない。本契約に関して裁判が行われた場合には、勝訴当事者は合理的な弁護士費用その他の費用を敗訴当事者に請求することができる。

本契約第14条につき、本会社の本社所在地が日本以外の場合には、以下の規定が適用される。


14.1
一般　下記14.2に規定する場合を除いて、本契約はワシントン州法に準拠する。各当事者は、ワシントン州キング郡の裁判所の専属的裁判管轄に合意する。本会社はpersonal jurisdictionの不存在及びforum non conveniensの主張を放棄する。 

14.2
その他　本会社の本社所在地が以下のいずれかの場合には、上記14.1と抵触する範囲において以下の規定が優先的に適用される。


(a)
本会社の本社がオーストラリアまたはその外部領土、インド、インドネシア、マレーシア、ニュージーランド、フィリピン、シンガポール、タイまたはベトナムに所在する場合には、以下が適用される。
本契約はシンガポールの法律に準拠する。
本会社の本社がオーストラリアまたはその外部領土、マレーシア、ニュージーランドまたはシンガポール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に所在する場合には、本会社はシンガポールの裁判所の専属的裁判管轄に合意する。
本会社の本社がインド、インドネシア、フィリピン、タイ、またはベトナムに所在する場合には、本契約に起因しまたは関連して生じるすべての紛争（本契約の存在、効力、または終了に関する紛争も含む）は、シンガポールにおいてシンガポール国際仲裁センターの仲裁規則に従い行われる仲裁に付託され、最終的に解決される。上記仲裁規則は、この引用により、本条項の一部となったものとみなされる。かかる仲裁における仲裁裁判所は、シンガポール国際仲裁センターのチェアマンが選任する1人の仲裁人で構成される。仲裁の言語は英語とする。仲裁人の決定は最終的で、拘束力を有し、争うことができないものとし、また、インドネシアまたは他国において判決の基礎として用いることができる。


(b)
本会社の本社がアフガニスタン、アルバニア、アルジェリア、アンドラ公国、アンゴラ、アルメニア、オーストリア、アゼルバイジャン、バーレーン、ベラルーシ共和国、ベルギー、ベナン共和国、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ボツワナ、ブーベ島、ブルガリア、ブルキナ・ファソ、ブルンディ共和国、カメルーン、中央アフリカ、チャード共和国、コモロ・イスラム連邦共和国、コンゴ、象牙海岸共和国、クロアチア、キプロス、チェコ共和国、サントーメプリンシペ、デンマーク、ジブティ共和国、エジプト、エストニア、エチオピア、フェロー諸島、フィンランド、フランス、ガボン共和国、ガンビア共和国、グルジア、ドイツ連邦共和国、ガーナ、ジブラルタル、ギリシャ、グリーンランド、グアドルーペ、ギニアビサウ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イスラエル、イタリア、ヨルダン、カザフスタン、ケニヤ、コソボ、クェート、キルギスタン、ラトビア、レバノン、レソト王国、リベリア、リヒテンシュタイン、リトアニア、ルクセンブルグ、マケドニア、マダガスカル、マラウィ共和国、マリ共和国、マルタ共和国、モーリタニア、モーリシャス、モルドヴァ、モナコ、モロッコ、モザンビーク、ナミビア、オランダ、ニュー・カレドニア、ニジェール、ナイジェリア、ノルウェー、オマーン、パキスタン、ポーランド、ポルトガル、カタール、カボヴェルデ、赤道ギニア、ギニア、セネガル、ルーマニア、ロシア連邦、ルワンダ、セントヘレナ、サンマリノ、サウディ・アラビア王国、セイシェル共和国、シエラ・レオーネ共和国、スロヴァキア共和国、スロヴェニア共和国、ソマリア、南アフリカ、スペイン、スヴァールバル、スワジランド王国、スウェーデン、スイス、タジキスタン、タンザニア、トーゴー共和国、チュニジア共和国、トルコ、トルクメニスタン、ウガンダ、ウクライナ、アラブ首長国連邦、グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国（英国）、ウズベキスタン、ヴァチカン市国、イェメン、ザイール、ザンビア、ジンバブエに所在する場合には、以下が適用される。
本契約はアイルランド法に準拠し、本会社は本契約に関する全ての紛争に関してアイルランドの裁判所の専属的管轄に合意する。
(c)
本会社の本社が中華人民共和国（但し、香港及び台湾を含まない）に所在する場合には、以下が適用される。
本契約は中華人民共和国法に準拠する。本会社は、本契約または付属契約に関連する紛争が全て北京に所在するChina International Economic and Trade Arbitration Commission (CIETAC)においてその時点で効力を有する規則に基づき判断されることに合意する。

(d)
本会社の本社がコロンビアまたはウルグアイに所在する場合には、以下が適用される。
本契約に関連して紛争が生じた場合には、本契約に起因しまたは関連して生じるすべての紛争（本契約の存在、効力、または終了に関する紛争も含む）は、紛争発生時におけるUNCITRAL（国連国際商取引法委員会）の仲裁規則に従い行われる仲裁に付託され、最終的に解決されるものとする。仲裁人は１名とし、その選定は、国際商業会議所（ICC）がUNCITRALの規則に則って行う。仲裁地は米国ワシントン州シアトルとする。仲裁人の決定は最終的で拘束力を有する。各当事者は、本契約に関する紛争が生じた場合には全てワシントン州における仲裁に付することを同意する。
(e)     
本会社の本社が大韓民国に所在する場合には、以下が適用される。 

本契約は大韓民国法に準拠するものとする。万一本契約に関連して紛争が生じた場合には、ソウル地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。本契約に関して裁判が行われた場合には、勝訴当事者は合理的な弁護士費用その他の費用を敗訴当事者に請求することができる。
(f) 本会社の本社が台湾に所在する場合には、以下が適用される。
本契約は台湾法に準拠するものとする。万一本契約に関連して紛争が生じた場合には、台北地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
[＜署名欄＞/ <住所＞/＜「同意します」ボタン＞]
Microsoft Advisor Framework Agreement

マイクロソフトアドバイザー認定条項Microsoft Software Advisor Authorization

1.
目的　このマイクロソフトソフトウェア アドバイザー認定条項（以下「本認定条項」）は、マイクロソフト アドバイザー フレームワーク契約（以下「本契約」）の一部を構成する。本認定条項は、販売前評価サービス及び本件顧客がオープン ライセンス バリューを通じて取得したマイクロソフトソフトウェアの販売後の第一次的サービスを本件顧客に提供するマイクロソフトアドバイザーに認定するための、追加条項を定める。

2.
定義　本契約において定義された用語は、別途の定めのない限り、本認定条項においても同一の意味を有する。これに加えて、以下の用語は以下に記載する意味を有する。
2.1
「認定ライセンスプロバイダー」とは、マイクロソフトが認定ソフトウェアを本件顧客に頒布することを認めたものを意味する。本会社に対するアドバイザー報酬は、認定ライセンスプロバイダーその他の第三者がマイクロソフトに代わって支払うことがある。
2.2
「ライセンスコンフィギュレータ」とは、認定ライセンスプロバイダーが本会社に提供するソフトウ

アツールであって、見込客のソフトウェアのライセンス需要の評価及び許諾ソフトウェアに対する顧客発注を認定ラ

センスプロバイダーに提出する形式に整えることを支援するものを意味する。
3.
本会社の義務
3.1
ソフトウェア及びライセンスに関する知識　本会社は中小規模の事業者の需要に関するマイクロソフトのライセンスプログラムについての全般的な知識を持たなければならない。マイクロソフトは本会社のライセンスプログラムの知識を確認するために、テストまたは顧客の満足度調査を行うことができる。 

3.2 
ライセンス スペシャリスト　本会社は社内にライセンス スペシャリストを任命する。本会社のライセンス スペシャリストはマイクロソフトのライセンスプログラムについて全般的な知識を有するものとし、本マイクロソフト アドバイザー プログラムの責任者を務める。ライセンススペシャリストの責務には、マイクロソフト アドバイザーについての知識を本会社内に広め、顧客との間で懸案事項がある場合にマイクロソフトと協力して解決に当たることが含まれる。ライセンススペシャリストは、マイクロソフトの定める研修を指定期日までに終了しなければならない。マイクロソフトはライセンススペシャリストに対して試験を要求することができる。ライセンスに関する情報の円滑な交換のため、本会社はライセンススペシャリストの連絡先情報をマイクロソフトに提供する。
3.3
ライセンスコンフィギュレーターの使用　本会社は、ライセンスコンフィギュレータなど、認定ライセンスプロバイダーとともに本件顧客をサポートする際に必要となる電子ツールの知識を持ち、かかるツールを使いこなせなければならない。本会社はマイクロソフトまたは認定ライセンスプロバイダーを通じてかかるツールにアクセスすることができる。
3.4
認定ライセンスプロバイダーとの関係　.認定ライセンスプロバイダーは、ライセンス発注にマイクロソフトアドバイザーのID番号を指定した本件顧客との間でのみ取り引きすることができることとされている。ソフトウェア アドバイザーとして活動するためには、ソフトウェア製品のライセンスのサポートに必要なツール（ライセンスコンフィギュレータなど）及びサービス（いずれも認定ライセンスプロバイダーが提供する）を利用する必要があることから、本会社は認定ライセンスプロバイダーと協働しなければならない。本会社は複数の認定ライセンスプロバイダーと協働することもできる。認定ライセンスプロバイダーは本会社との合意の上、オープン ライセンス バリュー顧客を本会社に紹介することもできる。かかる関係は、本会社と認定ライセンスプロバイダーとの間の関係にとどまる。本会社及び本件顧客が提供した情報に基づいて顧客ライセンスを処理し、本件顧客に対する請求及び回収業務を行うのは認定ライセンスプロバイダーの責任となる。 
3.5
顧客サポート及びライセンスに関する連絡　本会社は、顧客ライセンスに関し、本件顧客にとって第一次的な連絡先となる。本会社は顧客ライセンスの手続及び発注について本件顧客をサポートしなければならない。本件顧客は、また本会社をライセンス連絡先に指名することができる。ライセンス連絡先には、契約の更新や満了の通知など、顧客ライセンスに関する通知がマイクロソフトから発送される。本会社が本件顧客のライセンス連絡先に指名された場合には、本会社はマイクロソフトから受領した通知を直ちに本件顧客に転送しなければならない。本件顧客はライセンス連絡先を変更することができる。本件顧客が別の者をライセンス連絡先に選択した場合には、マイクロソフトは顧客ライセンスに関する通知の本会社に対する送付を停止するが、それは本会社がアドバイザー報酬を受ける権利には影響しない。 

4.
アドバイザー報酬及びその支払　本会社は、第３条の義務及びプログラムガイド所定の義務を果たした場合には、顧客発注に対するアドバイザー報酬を受領することができる。本会社がアドバイザー報酬を受け取るには、本件顧客が本会社を各取引においてソフトウェアの導入を支援した主なマイクロソフトアドバイザーとして指名する必要がある。本会社がアドバイザー報酬を受領するには、受領時点においてもマイクロソフトアドバイザーでなければならない。アドバイザー報酬はプログラムガイドに記載の方法によって支払われる。
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